
平成３０年度熊本県在宅看護に係る認定看護師等養成支援事業 
補助金交付要領 

 

（趣旨） 

第１条 熊本県在宅看護に係る認定看護師等養成支援事業補助金（以下「補助金」とい

う。）の交付については、熊本県補助金等交付規則（昭和５６年熊本県規則第３４号）、

熊本県健康福祉補助金等交付要項（以下「要項」という。）に定めるもののほか、こ

の要領に定めるところによる。 

 

（定義） 

第２条 熊本県在宅看護に係る認定看護師等養成支援事業（以下「事業」という。）に

おける認定看護師等とは、公益社団法人日本看護協会が認定する認定看護師及び認定

看護管理者、一般社団法人日本精神科看護協会が認定する精神科認定看護師並びに保

健師助産師看護師法第３７条の２に規定する特定行為研修修了者のことをいう。 

 

（補助対象） 

第３条 事業において補助対象となる分野は、別表１に掲げるものとする。 

 

（補助金額の算定方法等） 

第４条 補助金額は、別表２の第４欄に定める補助金額の算定方法により算出された額

（その額に千円未満の端数が生じた場合には、別表２の区分ごとに、これを切り捨て

る。）とする。 

２ 交付決定前に支出した経費については、原則として平成３０年４月１日以降に支出

した経費を補助対象とするが、やむを得ず当該年度以前に支出せざるを得ない経費で

当該年度の研修に係る費用については、補助対象とする。 

  

（交付申請） 

第５条 要項第３条第１項の申請書の提出期限は、平成３０年１０月３１日までとし、

提出部数は１部とする。 

２ 要項第３条第２項第１号の事業計画書は、別記第１号様式によるものとする。 

３ 要項第３条第２項第３号のその他必要とする書類は、別表３によるものとする。 

 

（補助金の交付の条件） 

第６条 補助金の交付の条件は、次に掲げる事項とする。 

 (１) 事業の内容を変更（軽微な変更を除く。）する場合には、知事の承認を受けな

ければならない。 

 (２) 知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収

入の全部又は一部を県に納付させることがある。 



(３) 事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後において

も善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図らなけ

ればならない。 

(４) 当該補助金の交付と対象経費を重複して、他の補助金等の交付を受けてはなら

ない。 

(５) 事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出につい

て証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を事業の完了の日（事業の中

止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了

後５年間保管しておかなければならない。 

(６) 補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及

び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、要項別記第１１号様式によ

り速やかに知事に報告しなければならない。 

    なお、知事に報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控

除税額の全部又は一部を県に納付させることがある。 

 

（補助事業の内容等の変更） 

第７条 要項第５条第２項の事業変更計画書の様式及び添付書類は、第５条第２項及び

第３項を準用するものとし、提出部数は１部とする。 

２ 要項第５条第２項の変更申請書の提出期限は、平成３１年２月２８日までとする。 

 

（申請の取下げ） 

第８条 要項第６条の申請の取下げをすることのできる期間は、交付決定の通知を受け

た日から起算して３０日を経過する日までとする。 

 

（実績報告） 

第９条 要項第９条第２項第１号の事業実績書は、別記第２号様式によるものとする。 

２ 要項第９条第２項第３号のその他知事が必要と認める書類は、別表４によるものと

する。 

３ 要項第９条第１項の実績報告書の提出期限は、平成３１年３月３１日とし、その提

出部数は、１部とする。 

 

   附 則 

この要領は、平成３０年１０月２日から施行し、平成３０年４月１日から適用する。 

 

 

 

 



別表１（第３条関係） 

 

 

 

  

区分 補助対象分野 認定機関 

認定看護師 

皮膚・排泄ケア 

公益社団法人 

日本看護協会 

緩和ケア 

がん化学療法看護 

がん性疼痛看護 

訪問看護 

糖尿病看護 

透析看護 

摂食・嚥下障害看護 

小児救急看護 

認知症看護 

脳卒中リハビリテーション看護 

慢性呼吸器疾患看護 

慢性心不全看護 

精神科 
一般社団法人 

日本精神科看護協会 

 

認定看護 

管理者 
サードレベル 

公益社団法人 

日本看護協会 

 

特定行為研

修修了者 
 ２１区分全て  



別表２（第４条第１項関係） 
 

区分

分分 

１ 基準額 ２ 対象経費 ３ 補助率 ４ 補助金額の算定方法 

①

研

修

受

講 

１人 

当たり 

８００千円 

 

別表１に掲げる認定

看護師等の資格取得

等に要する入学金、

授業料、実習費及び

教材費（病院等の設

置者が負担した経費

に限る。） 

２分の１以内 (1) 第１欄に定める基準額

と第２欄に定める対象経費

の実支出額とを比較して少

ない方の額を選定する。 

(2) (1)により選定された額

と総事業費から寄付金その

他の収入額を控除した額と

を比較して少ない方の額に

第３欄に定める補助率を乗

じて得た額を交付額とする。 

②

代

替

職

員 

雇

用 

１人 

当たり 

１，２００千

円 

 

 

 

 

 

 

 

代替職員の賃金、諸

手当、社会保険料

（研修受講者の研

修期間に係る経費

に限る。） 

 

 

※代替職員として

新たに雇用した者

が対象であり、人事

異動による増員分

は対象外。 

 

 

※認定看護管理者

（サードレベル）受

講者の代替職員は

対象外。 

 

 

 

２分の１以内 (1) 第１欄に定める基準額

と第２欄に定める対象経費

の実支出額とを比較して少

ない方の額を選定する。 

(2) (1)により選定された

額と総事業費から寄付金そ

の他の収入額を控除した額

とを比較して少ない方の額

に第３欄に定める補助率を

乗じて得た額を交付額とす

る。 

  

 



別表３（第５条第３項関係）  
 

添    付    書    類 様    式 

・経費所要額調書 

① 研修受講 

・所要額算出の根拠となる書類（募集要項等） 

・派遣する看護職員の雇用証明書 

 

 

 別記第１号様式その２  

 

 

別表４（第９条第２項関係）  
 

      添    付    書    類         様    式 

・ 経費所要額精算書 

 

① 研修受講 

＜教育機関への支払の場合＞ 

・領収書の写し等支払を証する書類 

＜研修受講者への助成又は貸付の場合＞ 

・研修受講者の受領書の写し等支払を証する

書類 

 

② 代替職員雇用 

・辞令の写し、任用通知書の写し等雇用を証

する書類 

・給与明細 

 

等 

 別記第２号様式その２  

  
注）貸付の場合は、研修受講者からの返還を求めない場合に限る。 

 
 
 


